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要　旨

１．中国では、若年失業率が上昇傾向をたどっている。時系列データが入手出来る旧

基準ベースでみると、2023年６月に21.3％と過去最高の水準に達した。若年失業問

題が深刻化した主因は、大卒者の急増と雇用ミスマッチの拡大の二つである。

２．企業や学生を取り巻く環境の変化が、大卒者の急増やミスマッチの拡大をもたら

した。労働需要側と労働供給側に分けて整理すると、需要側の要因としては、雇

用機会の不足、急成長企業への政府介入によるICT産業等の不振、企業の雇用制度・

給与体系の見直しの遅れ、が挙げられる。一方、供給側の要因としては、2000年

代以降の高等教育機関の拡大政策、同政策の下での大学生のホワイトカラー志向

の高まり、が挙げられる。

３．政府は、企業による採用促進や職業教育機関への進学誘導などの若年失業対策を

講じてきたものの、それらは対症療法ないしプロパガンダであり、抜本的な解決

策には程遠い。ミスマッチの早期解消は困難で、若年失業問題は長期化する可能

性が高い。

４．若年失業問題が中国経済に及ぼす影響は、短期的なものと長期的なものが考えら

れる。短期的な影響は、生産現場での人材不足の深刻化、若年層の消費低迷など

を通じて、景気に下押し圧力がかかることである。長期的な影響は、①人的資本

形成が進まないことによる労働生産性の低下、②少子化の加速による労働供給力

の低下、③起業や新興企業を生み出すダイナミズムの喪失、の３ルートを通じて、

潜在成長率を下押しすることが考えられる。

５．高学歴志向の是正やミスマッチ解消への即効性が期待出来る政策として、企業の

雇用制度・給与体系の見直しが挙げられる。習近平政権がこうした抜本的な改革

に手をつけず、これまでと同じ対症療法やプロパガンダに終始すれば、「横たわり

族」となる若者が増加するとともに、政権に対する信認も低下しかねない。
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はじめに

中国では、若年失業率が上昇傾向をたどっ
ている。職に就けない若者の増加は、「横た
わり（寝そべり）族」（注１）のような社会
問題を誘発している。社会人としてのキャリ
ア形成において極めて重要な若年期にスキル
や経験を蓄積出来ない人が増えれば、経済の
活力は損なわれる。その一方、製造業などで
は若手人材の不足が指摘されて久しい。これ
も経済に大きなマイナス影響をもたらすこと
となろう。
メディアは中国の大学生が就職出来ない状
況を盛んに報じるものの、若年失業率が上昇
している理由、若年失業問題の実態を包括的
に捉えた議論が十分になされているとは言い
難い。また、若年失業統計を巡っては、2023

年に当局が公表を突如停止するといった事態
が生じた。その一方で、「横たわり族」を失
業者とみなした場合、若年失業率は最大で
46.5％に達するという北京大学副教授の試算
が注目を集め、中国政府は実態を隠している
という見方が広がった。中国の若年失業の実
態はどうなっているのか。そして、若年失業
者が増えているとすれば、その要因はどこに
あるのか。
このような問題意識に基づき、本稿では若
年失業者の現状を分析したうえで、増加の背
景を整理し、今後の中国経済にどのような影
響があるのかについて検討した。

　目　次
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本稿は、三つの部分から構成される。最初
に、若年失業がどの程度の規模か、趨勢はど
うなっているのかを示す（１．）。次に、若年
失業者の増加は、大卒者の数が急増するなか
で、労働市場で起きている雇用ミスマッチの
拡大が主因であることを指摘したうえで、ミ
スマッチをもたらした要因を整理する（２．）。
そして、これまでの政府の対策を評価し、若
年失業問題が長期化する可能性が高いことを
示したうえで、これが中国経済にどのような
影響をもたらすのかについて考察する（３．）。
巻末に補足資料として、中国における失業の
定義を解説した。

（注１） 「横たわり族（寝そべり族、中国語：躺平族）」は激し
い競争に嫌気が差し、結婚、出産、あるいは住宅など
の高額消費に、消極的になった若者を指す。

１．上昇する中国の若年失業率
以下ではまず、①中国の国家統計局が発表

する失業率、②国際労働機関（ILO）が推計
する失業率、の二つの統計を使って、中国の
若者の失業率が上昇傾向にあり、世界的にみ
ても高い水準にあることを示す（注２）。さ
らに、若年失業者の規模、年齢階層別・学歴
別の内訳を推計して、若年失業率が上昇した
原因を探る。

（1）公式統計からみた若年失業

中国の失業率統計は、2018年と2024年に、
大きな変更が行われている。

2018年の変更は、「登記失業率」から「調
査失業率」への転換である。登記失業率は、
都市部の労働部門（役所）が所管する公共職
業紹介所に失業していることを登記（登録）
した都市住民（注３）に限り失業者として扱
い、農村からの出稼ぎ者（農民工）はカウン
トしないものであった。しかも、登記失業率
は四半期に一度しか公表されず、年齢階層な
ど失業者の内訳は非公表であったため、若者
の失業率がどの程度の水準にあるのかなどは
不明であった。

2018年に導入された調査失業率（補足資料
参照）では、労働力調査の結果に基づく失業
率が、四半期ではなく、毎月公表されるよう
になった。全体の失業率に加え、二つの年齢
階層別（16～ 24歳、25～ 59歳）の失業率も
明らかにされるようになった。調査失業率へ
の転換について、国家統計局は「就業および
失業の実態を反映するため」（注４）と説明
した。

2024年の変更は、調査失業率の算出方法と
年齢階層の見直しである。算出方法の見直し
では、就労や求職の有無にかかわらず、在学
生を調査対象から除外した。その理由として、
「卒業後も就職先を探している若者とアルバ
イト先などを探している在学中の学生が混在
し、有効な雇用対策を打ち出せなかった」
（注５）ためと、旧基準の問題点を挙げている。
年齢階層では、「在学生を含まない」新基準
で16～ 24歳の失業率の発表を始めるととも
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に、25～ 59歳を25～ 29歳、30～ 59歳、の
二つに分けて失業率を公表するようになった
（注６）。

2024年の新基準への変更を巡っては、在学
生を調査対象から外したことをどのように評
価するかがポイントとなる。ILOは、加盟各
国がそれぞれの判断で就業開始予定者（内定
者）を失業者に含めないことは許容した
（注７）ものの、在学生すべてを失業者に含
めないことまで認めたわけではない。在学生
を失業者に含めない新基準は中国独自のもの
であり、ILOの基準との相違が拡大したこと
は否めない。
本稿では、年齢階層別失業率が時系列デー

タとして利用可能（注８）な旧基準の調査失
業率（2018年１月～ 2023年６月）を中心に
分析する。前述の通り、この失業者には求職
活動をしている在学生が含まれている。

16～ 24歳の調査失業率（以下、若年失業率）
をみると、二つの特徴を指摘出来る。第１の
特徴は、季節的な変動である。失業率は、春
から夏にかけて上昇し、秋以降低下するサイ
クルを繰り返している（図表１）（注９）。
中国は日本と異なり、通年採用であるが、就
職難を背景に、大学卒業シーズン（６～７月）
前に、若年失業率が上昇する傾向がある。卒
業と同時に失業者となる実態も、夏場の失業
率の上昇要因の一つと考えられる。一方、秋
以降は、内定を得られなかった大学卒業生が
生活のためにアルバイト等を始めることで、

失業率が低下するとみられる。
第２の特徴は、景気変動に関係なく趨勢的
に上昇していることである。2020年の新型コ
ロナ感染拡大による行動制限で景気が一気に
落ち込み、その後リバウンドによる景気回復
が生じたが、こうした動きと連動することな
く若年失業率は一貫して上昇トレンドが続い
た。とくに2022年以降は上昇ペースが加速し、
2023年６月には21.3％と、過去最高の水準に
達した。
新基準に基づく調査失業統計では、2023年

12月の若年失業率は14.9％と発表された。数
字をみる限り、旧基準のピーク時（2023年
６月）より6.4％ポイント低下しており、一

（注） 2023年７～11月の若年失業率は公表されず、12月以降
は在学生を含まない新基準。

（資料）国家統計局、CEICを基に日本総合研究所作成

図表１　若年層（16 ～ 24歳）の失業率
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見大きく改善しているようにみえる。しかし、
前述した旧基準の季節要因を考慮すると、同
じ12月で比較する方が妥当であろう。新基準
に基づく2023年12月の若年失業率は2022年同
月の16.7％を下回るとはいえ、その差は1.8％
ポイントに過ぎない。定義の変更を考慮すれ
ば、問題が解消に向かっているとは到底言い
難い。さらに、2021年以前の12月の水準をす
べて上回っていることを勘案すれば、仮に新
基準の若年失業統計を採用しても、旧基準が
もつ上昇トレンドを引き継いでいると考えて
差し支えないだろう。

（2）国際比較からみた若年失業

ILOは、共通の基準で各国の失業率を独自
推計している（注10）。そこで、ILOの公表デー
タを使って、中国の若年失業が世界的にみて
どの程度の水準にあるのかを確認してみよ
う。

ILO推計による中国の若年失業率は、中国
の公式統計と比べて１～４％ポイントほど低
い水準で推移している。その理由として考え
られるのは、国家統計局が公表する若年失業
率のカバー範囲は都市部に限られるのに対
し、ILOは農村部を含めた全土を対象に推計
（注11）していることである。中国の農村部
の多くの若者は、出稼ぎや進学のため故郷を
離れ、都会で暮らしている。これが農村の失
業率が都市より低くなる理由と考えられる。

ILO推計の若年失業率（15～ 24歳）でみ

ると、中国の2021年以降の失業率はアメリカ
や日本、アジアNIES（韓国や台湾）と比べ、
相対的に高い水準にある（図表２）。また、
同失業率が上昇傾向にあることも中国だけの
特徴といえる。中国の若年失業率は、2023年
に15.90％と、2014年の10.53％を５％ポイン
ト上回る水準となった。その一方、中国以外
の国は、コロナ禍で同失業率が一時的に上昇
したアメリカを除けば、10年間の若年失業率
は横ばいか低下している。

（3）若年失業増加の原因と大卒者の急増

ここでは、若年失業統計をさらに深掘りし
ていく。国家統計局が発表する調査失業率に
は、失業者の実数は示されていない。しかし、

（資料）ILOを基に日本総合研究所作成

図表２　 若年層（15 ～ 24歳）の失業率の国際
比較
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中国やILO等の統計を使えば、大体の規模を
推計することは可能である。以下では、在学
生を失業者に含む旧基準の中国統計で若年失
業者数を推計し、その内訳を分析する。
本稿では、中国都市部の若年失業者数を推

計するために、以下の作業を行った。
最初に、ILOの労働力データから、中国の

15～ 24歳の若年労働力人口を抜き出す。
次に、ILOのデータと中国の就業人口の
データから、中国の労働力人口全体に占める
都市部の割合を算出した。なお、2023年の就
業人口は本稿執筆時点では未発表のため、
2022年と同じと仮定している。
そして、若年労働力人口に、労働力人口全

体に占める都市部の割合を乗じて、中国都市
部の若年労働力人口を推計する。これに、国
家統計局が公表する都市若年失業率で乗じ、
都市部若年失業者数を求めた。なお、ILOが
若年労働力人口を15歳からとしているのに対
し、中国の国家統計局は16歳以上としている
ため、若年労働者人口の対象年齢が異なる。
しかし、中国では15歳は義務教育課程にあり、
失業者に含まれることはないため、ILOの15

～ 24歳の若年労働力人口は16～ 24歳の若年
労働力人口とほぼ同じであると考えられる。
このため、ILOのデータから推計される15～
24歳の都市部労働力人口に、国家統計局が公
表する16～ 24歳を対象とする都市若年失業
率を乗じても、16～ 24歳の都市部若年失業
者数を求めることが出来る。

こうした計算の結果、2018年の中国都市部
における若年失業者数は514万人と推計され
る（図表３）。その後、若年失業者数は増加
の一途をたどり、2023年には推計で956万人
と、５年間で1.86倍に増加したことになる。
若年失業者の増加の原因は何だろうか。原
因の一つと考えられるのは、大卒者の大幅な
増加である。2018年から2023年の5年間で、
大卒者は753万人から1,158万人へと、1.54倍
に増加したのに伴い、若年の失業者も514万
人から956万人へと1.86倍に増加した。ただ
し、若年失業者には中卒者や高卒者も含まれ
ることから、これだけでは大卒者の増加が若
年労働者の増加の主因であるといい切ること
は出来ない。
しかし、国家統計局の『中国人口和就業統
計年鑑』から若年失業者数を年齢階層別に分
解すると、若年失業者の増加と大卒者の増加

（注）2023年の大卒者（短大卒等を含む）は見込み。
（資料） 国家統計局、教育部、ILO、CEICを基に日本総合研究

所作成

図表３　若年失業者と大卒者（2018年～）
（万人）

16～24歳の失業者 大卒者（短大卒等を含む）
2018年から
の増分

2018年から
の増分

2018年 513.7 753.3

19年 556.6 42.9 758.5 5.2

20年 643.1 129.4 797.2 43.9

21年 699.8 186.1 826.5 73.2

22年 854.8 341.1 967.3 213.9

23年 955.6 441.9 1,158.0 404.7
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はやはり正の相関関係にあるといえる。
『中国人口和就業統計年鑑』には失業者全
体に占める16～ 19歳、20～ 24歳の割合が示
されており、そこから若年失業者に占めるそ
れぞれの割合を求めることが出来る。例えば、
失業者全体に占める16～ 19歳の割合が３％、
20～ 24歳が７％の場合、按分比率は３：７
となる。16～ 24歳の都市部若年失業者数に、
この按分比率を乗じ、16～ 19歳、20～ 24歳
の失業者数を求めた。
それによれば、2018年の16～ 19歳の失業
者は70万人、20 ～ 24歳は443万人となる
（図表４）。両方の年齢階層ともに失業者数の
増加が続き、2022年には16～ 19歳が123万人、
20～ 24歳が732万人と推計される。年齢階層

別にみると、20～ 24歳が一貫して若年失業
者の８割以上を占めている。中国における高
校および大学進学率が上昇し、高い水準にあ
ること、また、短大の一般的な卒業年齢は
20歳、四年制大学の卒業年齢は22歳であるこ
とを踏まえれば、20～ 24歳の失業者は大卒
者である可能性が高い（注12）。
若年失業者の学歴別内訳はどのようになっ
ているのか。例えば、2022年の20～ 24歳の
失業者でみると、短大等を含む大学卒の学歴
を有する若者が７割を占めた（図表５）。さ
らに、中学、高校、大学（学部）の各教育課
程の卒業生から一つ上の教育課程に進学した
者を除いたものを新卒の労働市場参入者とす

（資料）国家統計局を基に日本総合研究所作成
（注）在学中を含む。
（資料）国家統計局を基に日本総合研究所作成

図表４　中国の若年失業者（年齢階層別）

図表５　 若年失業者の学歴別内訳 
（2022年、20 ～ 24歳）
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ると、2022年の中卒は192万人、高卒が209万
人にとどまるのに対し、大卒は857万人と、
中卒・高卒で労働市場に参入した者の２倍の
規模となる（図表６）。こうしたことから、
若年失業者の増加はやはり大卒者の急増が主
因とみなすことが出来る。
実際、大卒者の急増に伴い、その求人倍率

は著しく低下している。中国人民大学中国就
業研究所（注13）が発表する求人倍率をみる
と、全体の求人倍率が１倍超の労働力不足の
状態にあるにもかかわらず、大卒者の求人倍
率は傾向的に下がり、2021年第４四半期以降
は１倍未満の状態、つまり、供給超過の状態
が続いている（図表７）。

2023年の求人倍率は公表されていないが、

（注）卒業者から一つ上の教育課程進学者を除いた者を新卒の労働市場参入者とみなす。
（資料）CEIC、教育部を基に日本総合研究所作成

図表６　新卒の労働市場参入者
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（資料） 中国人民大学中国就業研究所、各種報道を基に日本
総合研究所作成

図表７　大卒者と全体の求人倍率
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中国人民大学中国就業研究所によると、同年
前半の大卒者の求人倍率は「本四半期は低位」
（注14）、７～９月期、10～ 12月期いずれも「前
期比では上昇したが、前年同期比では低下」
（注15）としている。2022年後半の四半期は
0.57倍、0.56倍であったことから、大卒者は
引き続き、就職希望者の半分程度しか就職出
来ない極めて厳しい状況に置かれている、と
いえそうだ。

（注２） 失業の定義については本稿の補足資料を参照された
い。

（注３） 正確には、都市戸籍を有する住民を指す。
（注４） 「城鎮調査失業率数据首次公布」2018年４月18日　

中国政府網．（https://www.gov.cn/xinwen/2018-04/18/
content_5283504.htm）。

（注５） 「関於完善分年齢組調査失業率有関情況的説明」
2024年１月17日　国家統計局ウェブサイト.（https://
www.stats.gov.cn/sj/zxfb/202401/t20240117_ 
1946641.html）。

（注６） 国家統計局は、25～ 29歳の失業率を在学中の学生を
含まない新基準で今後公表する理由として、新卒後の
数年間は転職などで、就業状況が不安定な人が多い
ためとしている。

（注７） 雇用失業統計研究会（第７回）資料1-2「ILO決議へ
の対応方針について」平成28年６月24日　総務省統
計局（日本）ウェブサイト．（https://www.stat.go.jp/info/
kenkyu/roudou/h28/pdf/7giji1-2_2806.pdf）。

（注８） 2024年２月末現在、新基準で公表されたデータは2023
年12月と2024年１月分のみ。

（注９） なお、失業率全体では、季節要因による大きな変動は
みられず、概ね５％台で推移している。この点からも、
若年失業率の季節変動は、学生のアルバイトや求職
活動と密接に関連していることが分かる。

（注10） ILO “Why does the ILO use estimates?”ILOウェブサイト．
（https://ilostat.ilo.org/resources/concepts-and-
definitions/ilo-modelled-estimates/）。

（注11） ILOに問い合わせたところ、農村部も含めて推計したと
の返信があった。

（注12） 専科と呼ばれる高等教育機関のうち、職業技術学院
（大学レベルの職業教育機関）は21歳が一般的な卒
業年齢である。

（注13） 中国人民大学中国就業研究所は、四半期に一度の
就職情勢検討会の開催など、同国の就職や人的管理
の研究で官民を結びつける役割を果たしている。

（注14） 「2023年第一季度中国就業季度分析会成功挙弁」

2023年５月１日　中国人民大学中国就業研究所ウェ
ブサイト．（http://slhr.ruc.edu.cn/zthd/jdzt/zgjyjdfxh/b67
97e5a6ad549a6b34435e14a19966f.htm）。

（注15） 「2023年第四季度中国就業季度分析会成功挙弁」
2024年１月18日　中国人民大学中国就業研究所ウェ
ブサイト．（http://slhr.ruc.edu.cn/zthd/jdzt/zgjyjdfxh/d85
2e0037d0f4f9e9ce01181dacd3032.htm）。

２．�若年失業を拡大させた大卒
雇用ミスマッチ

若年失業者の増加をもたらすもう一つの要
因として、新規大卒者の雇用ミスマッチの拡
大が挙げられる。そこで以下では、大卒者の
希望するポストと、企業が提供するポストに
ギャップがあることを明らかにする。さらに、
ギャップの背後にある経済・社会的な要因を、
労働需要側と労働供給側の二つに分けて整理
し、雇用制度や給与体系といった企業側の問
題もミスマッチ拡大につながっていることを
指摘する。

（1）大卒雇用ミスマッチの実態

大学を卒業した新卒者たちが就職を希望す
る業種と、実際の就業者数の業種別分布が必
ずしも一致しないことが、大卒者の就職難に
拍車をかけている。
地場の民間人材会社「智聯招聘」は、毎年
３月中旬から４月中旬に、大学卒業予定者数
万人に対しアンケート調査を実施している
（注16）。同社は、大学生の就職活動や企業の
採用活動の参考に供する目的で、調査の主な
結果をメディア等で公表している。
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2023年版のアンケート調査によると、2023

年卒の大学生が就職したい上位業種にはICT

（情報通信技術）、自動車、金融などが挙げら
れている（図表８）。給与水準や将来性が評
価された結果といえる。都市部の年間平均給
与（2022年）（注17）をみると、ICTは22万 

4,000元、金融は17万4,000元、メディア・娯
楽は12万1,000元と、いずれも、全体平均の
11万4,000元を上回っている。
ところが、2020年の人口センサスの業種別

就業者数をみると、大学生の間での人気の高
さに比べて、これら業種が都市部の就業者全
体に占める割合は限られる。とりわけ、
25.0％の大学生が就職を希望したICTの場合、
就業者に占める割合は4.6％にとどまってお
り、非常に狭き門となっている。
一方、企業が必要としている人材は、どち

らかといえば物流や卸売・小売などの現場で
働く労働者である。例えば、北京市の人的資
源・社会保障局によると、2023年10～ 12月
期の同市における求人倍率で最も高かったの
は配達員（16.5倍）、飲食店のホールスタッ
フ（6.98倍）やホテルスタッフ（3.5倍）であ
る（注18）。しかし、これらの職種は大学生
に人気がない。実際、卸売・小売では、就業
者に占める割合が17.5％であるのに対して、
大学生の就職希望に占める割合は6.0％と、
両者の間には大きな開きがある。また、製造
業では熟練工など技能労働者の大幅な人員不
足が指摘されており（注19）、多くのメーカー

（注）その他は、残差。
（資料） 智聯招聘「2023大学生就業力調研報告」を基に日本

総合研究所作成

（注）その他は、残差。
（資料） 国家統計局「2020年人口センサス」を基に日本総合

研究所作成

図表８　労働市場におけるミスマッチ
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では現場で働く技術系新卒者の確保が急務と
なっている。しかし、大学生のアンケート調
査では、そもそも自動車以外の製造業が挙
がっておらず、調査の対象外になっている。
以上のように、新規大卒者に対する労働需

要が乏しいことに加え、業種・職種間でも労
働需要に偏りが生じていることが、大卒の失
業者が増加を続ける一因といえる。

（2）ミスマッチが広がる経済・社会的要因

新規大卒者の雇用ミスマッチはなぜ拡大し
ているのか。ミスマッチの拡大をもたらした
経済・社会的要因を①労働需要側、②労働供
給側、の二つに分けて検討する。

①労働需要側
まず、需要側である企業サイドの要因とし

て、以下の３点が挙げられる。
第１は、雇用機会や高給ポストの不足であ

る。
2014～ 22年の都市部の業種別就業者数の
前年比をみると、大学生に人気がある業種の
就業者数が伸び悩んでいることが分かる
（図表９）（注20）。ICTの就業者の伸び率は
2017年から21年にかけて前年比７％程度で拡
大を続けてきたが、2022年は同1.9％増と、
大幅に鈍化している。金融の就業者について
は、2019年の前年比18.1％の大幅増から2021

年にマイナスに転じ、2022年には同9.6％減
と減少幅が拡大した。

第２に、雇用制度や給与体系の歪みである。
中国は、中高年の解雇が難しく、そのしわ寄
せが若年層に向かいやすい。背景にあるのは、
2008年に施行された「労働契約法」（注21）
である。同法第47条は、リストラなど、会社
側の都合で労働契約を解除し従業員を解雇す
る際、会社に勤続年数に応じた補償金を支払
うことを義務付けている。中高年従業員の解
雇に大きなコストがかかるため、どうしても
企業内に中高年従業員を多く抱え込むことに
なり、結果として若年層の採用が抑制されや
すい。
企業の給与体系に大きな学歴間格差が生じ
ており、これが大卒者の大量採用を手控えさ
せる一因となっていることも見逃せない問題

（注）私営企業は含まず。
（資料）国家統計局、CEICを基に日本総合研究所作成

図表９　都市部就業者数（主要業種、前年比）
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である。例えば、広東省政府の公開資料によ
ると、入社１年目の場合、四年制大学卒業者
は、同じく入社１年目の高卒者の1.55倍の年
間給与を得る（図表10）。そして両者の給与
格差は入社４年目では1.77倍、入社11年目以
上では2.18倍と、勤続年数が長くなるにつれ
拡大する。大卒者の大量採用は人件費や生産
コストの大幅な上昇に直結するため、企業は
その採用に慎重にならざるを得ない。
第３に、急成長企業への政府介入という政

策要因による業績不振である。習近平政権は
2021年に、ICTや不動産、教育（小中学生向
け学習塾）向けの事業規制を強化した。ICT

は消費者の保護、不動産は住宅市場の過熱抑
制、学習塾は児童・生徒および家族の負担軽
減を目的としたものであり、規制強化自体が
間違っているわけではない。とはいえ、規制
強化の結果、不動産業界や教育業界では、多
くの企業が経営に行き詰まり、大規模な人員
削減と新規雇用の抑制に踏み込まざるを得な
かった。ICTも、市場の飽和による新規ユー
ザーの伸び悩みに加え、独占的地位の乱用を
理由にした罰金などにより、大規模な人員削
減が実施された。

②労働供給側
一方、供給側である学生サイドの要因とし

て、強い高学歴志向と2000年代以降の高等教
育機関の定員増加による大学入学者数の急増
が挙げられる。

1977年の大学入試復活以降、人々は貧困か
ら抜け出す手段として大学への進学を目指し
た。学歴による賃金格差が非常に大きいうえ、
同じ大卒者でも国家の定める「重点大学」で
あれば就職がしやすく、高給も得やすい。こ

（注） 低い順に並べて全体の50％になる者の給与額で学歴別
に比較。

（資料）広東省政府公開資料を基に日本総合研究所作成

図表10　広東省の学歴別給与格差
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のような環境の下、大学入試復活後、高学歴
志向が社会に広く浸透し、高考と呼ばれる大
学入試で高得点をとることはかつての科挙
（高級官僚登用試験）と同様、立身出世の条
件とみなされるようになった。実際、政府の
シンクタンク社会科学院が2006年に実施した
調査では、貧困層は「高い教育レベル」によっ
て富裕層が豊かになれたと考えていることが
明らかにされている（図表11）。
「一人っ子政策」は、この高学歴志向に拍
車をかける要因となった。親は１人の子供に
時間や費用を惜しみなく注ぐことが出来るよ
うになったため、教育費にも多額の資金が投
入されるようになった。それは、次第に家計
を圧迫するようになったものの、いったん定

着した教育熱は冷めることがなく、今なお大
学進学率を押し上げる原動力として作用して
いる。
高学歴志向が強い社会で、大学の定員増加
が図られれば、必然的に大学入学者が増える。
1999年、中国政府は、「21世紀に向けた教育
振興行動計画」により、入学定員増や大学の
創設といった高等教育の普及を図るとした。
これにより、大学入学者数は2000年代以降急
増した。国連教育科学文化機関（UNESCO）
によると、2021年の中国の四年制大学卒業生
（注22）を標準的な卒業年齢人口で除した卒
業者比率（Gross graduation ratio from tertiary 

education）は41.4％であった。これは、一人
当たりGDPの水準からみると、かなり高い水
準にあるといえる（図表12）。
さらに、急増した大学生の根強いホワイト
カラー志向がミスマッチの拡大に拍車をかけ
た。
ホワイトカラー志向の背景には、自分と同
じブルーカラーになってほしくないという親
の願いを受け（注23）、現場で働くことを良
しとしない考えが定着していたことがある
（注24）。
製造業については、給与の低さや昇進の遅
さといった問題も若者が働くうえでのネック
となる。中国では、工場労働者は「工人」と
呼ばれるが、その経済的・社会的地位は相対
的に低い。現地報道によると、中国の工人は
収入、待遇、名誉、存在価値、の四つが他の

（注）面接調査（対象：貧困者7,061人）。
（資料）汝・陸・李［2006］ 

図表11　富裕層が豊かになれた理由
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職種より低い（四低）とされる（注25）。長
い年月をかけてスキルを身につけても、給料
はそれほど増えない。あるいは高度な技術を
習得しても、社内では評価されず、昇進出来
ない。こうしたことが積み重なり、製造業か
ら他の業種へと転職する若者が多い。
中国では、ブルーカラーの不足が指摘され

て久しく、一流の技能工になればホワイトカ
ラー以上の給与が期待出来るとされる。しか
し、大学生の強いホワイトカラー志向はなお
職業選択に大きな影響をもたらしている。
2021年、中国共産主義青年団の機関紙『中国
青年報』は、「製造現場の仕事に就きたいか」
という質問に対し、職業技術学院（注26）の

在校生（有効回答者数26,596名）の約64％が
「働きたくない」と回答し、「働きたい」とす
る回答は約30％にとどまったと報じた
（注27）。猎聘ビッグデータ研究所が2023年10

月に公表したレポート（注28）では、2024年
大学卒業予定者のうち、希望する仕事が見つ
からない場合、ブルーカラーとして働くこと
を容認したのは６割にとどまり、残りの大学
生はそれを拒否しているとされる。

（注16） 最近のアンケート調査数は非公表だが、2019年は８万
8,150人にアンケートしたとされる。

（注17） 私営企業を含まないが、国有企業や株式会社、外資
企業は含まれる。この指標では、製造業は全体の年間
平均給与しか示されないため、自動車の年間平均給
与額は不明。

（注18） 「2023年第四季度北京市公共就業服務機構市場供
求状況分析」2024年２月４日　北京市人力資源和社
会保障局（人的資源・社会保障局）ウェブサイト．
（https://rsj.beijing.gov.cn/xxgk/sjfbsj/gqfx/202402/
P020240204594395366433.pdf）。

（注19） 「人民網評：職業教育前途広濶、大有可為」2021年
４月15日　 人 民 網 . （http://opinion.people.com.cn/
n1/2021/0415/c223228-32078884.html）。これによると、
2025年までに3,000万人の不足が指摘されている。

（注20） この就業者数指標も私営企業を含まないが、国有企
業や株式会社、外資企業は含まれる。

（注21） 「労働契約法」中国政府網.（https://www.gov.cn/
flfg/2007-06/29/content_669394.htm）。

（注22） 正確には、UNESCOが定義する 国際標準教育分類
ISCED2011におけるレベル６・７（四年制大学、修士
課程に相当）の卒業生。

（注23）  「天津毎年10万職校畢業生成高級藍領職業教育不
再是 “醜小鴨 “」 2012年９月20日　光華国際教育聯
合会ウェブサイト．（http://www.ghiedu.com/do/node.
php?nid=735）。

（注24） 「大学畢業当藍領調査，高校依旧偏見頑固」2012年
４月28日　南京航空航天大学ウェブサイト．（https://
nuaa.edu.cn/2012/0428/c14607a127032/page.htm）。

（注25） 「年軽人為何願当工人？有 “四低” 痛点」2018年４月
28日　新華網.（http://www.xinhuanet.com/politics/ 
2018-04/28/c_1122759213.htm）。

（注26） 大学と同レベルの職業教育機関。
（注27） 「“藍領” 不受青睞，追新興職業成潮流」2021年10月

11日　中青在線 .（https://zqb.cyol.com/html/2021-
10/11/nw.D110000zgqnb_20211011_1-06.htm）。

（注） UNESCOの定義で学士号・修士号を得た学生の数／標
準的な卒業年齢人口、で算出。

（資料）UNESCO、国連を基に日本総合研究所作成

図表12　 四年制大学卒業者比率と一人当たり
GDP（2021年）
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（注28） 猎聘大数据研究院「全国高校卒業生就業趨勢与展
望 2023」199IT.com. （https://www.199it.com/
archives/1653783.html）。人数等は非公表。

３．政府の対応と将来展望
政府は、若年失業率が高止まりしている状

況を傍観しているわけではない。各種の対策
に乗り出してはいるものの、対策の具体的な
内容をみると、抜本的な解決には程遠く、こ
の問題は長期化する可能性が高い。この点を
踏まえ、若年失業問題が中国経済にどのよう
な影響をもたらすのか、その経路やインパク
トについて考察する。

（1）政府が講じた対策

政府は、大卒者の急増に加え、新型コロナ
の感染拡大を受けて若年失業問題が深刻化し
た2020年頃から対策を本格化させている。と
くに、2023年には若年失業率の上昇ペースが
加速したため、対策が一段と強化された。こ
れまで実施された大卒（予定）者を中心とす
る若者向け対策は、①企業の採用促進、②大
卒者の就業促進、③職業教育機関への進学誘
導、の三つに分類出来る（図表13）。
一つ目の企業の採用促進策は、大卒者の就

職を雇用政策の重点に置くというもので、
2020年以降、若年失業対策において中心的な
役割を果たしてきた（注29）。具体的には、
国有企業や公共機関（注30）に、大卒者向け
の採用枠の「大幅な拡大」を指導し、国有以

外の企業にも採用拡大を促している。
企業に対する採用支援措置も実施するよう
になった。例えば、2020年以降、実習期間中
の若者を雇用した企業に対し、補助金を交付
する措置を続けている（注31）。さらに、
2022年からは、当該年度の大卒者を正社員と
して雇用し、その雇用が一時的なものではな
い証拠として当該大卒者の失業保険料が１カ
月以上納付されたことが確認された場合、企
業に補助金を支給した（注32）。2023年には、
失業・労災・年金保険料を１カ月以上納付し
たという条件を満たせば、新卒者だけでなく、
卒業２年以内で未就職の大卒者を雇用した企
業にも補助金を支給することにした（注33）。
二つ目の大卒者の就業促進は、大卒者に対
する就職（起業）支援・就職呼びかけ、大学
による就職活動支援、の二つに分けられる。
大卒者に対する直接の就職支援としては、
2006年から農村での就職奨励（三支一扶）を
行っていたが（注34）、2010年代後半以降内
陸部や旧工業地帯の地方都市での就職・起業
奨励も追加されるようになった。2023年４月
には、大卒者がこれに応じた場合、政府は金
銭的なインセンティブを与える方針が示され
た（注35）。大卒者の起業については、銀行
からの借入の際の保証や利子の補填といった
支援も盛り込まれた。また、こうした支援と
並行して、2023年には大卒者向けに、業種や
職種を選り好みせず、就職・起業を促すキャ
ンペーンがメディアで展開された（注36）。
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大学による就職活動支援として、政府（教
育部）は大学トップの企業訪問による就職口
の確保、民間の人材紹介会社と提携した大卒
者向けオンライン求人情報の提供、大学での
就職説明会の開催、といった取り組み強化を
大学および地方政府に指示した（注37）。
三つ目は、職業教育機関への進学誘導

（注38）である。職業教育機関は、大学レベ
ルの職業技術学院、高校レベルの中等職業学
校（職業高等中学校、中等専門学校などの総
称）から構成され、職業に直結した技能を取
得する学校を指す。企業の需要が強い技能労
働者の卵を増やすことは、大卒者の増加を抑
制する効果がある。このため、政府は改正職

（注１）大卒者には、予定者や大学院卒も含む。
（注２）オンライン求人情報の提供は、新型コロナの感染拡大を機に2020年より実施。
（資料）中国政府網、人的資源社会保障部、教育部、新華網を基に日本総合研究所作成

図表13　若年失業問題の解決に向けた政策

企業の採用促進 大卒者の就業促進 職業教育機関への進学誘導

2023年

・ 2023年卒、卒業後２年間未就職の大卒
者を雇用し、失業・労災・年金保険料
を１カ月以上納付した企業に補助金
（一人当たり最高1,500元）を支給（人
社部発［2023］37号）

・ 教育部、大学トップの企業訪問による
就職口の確保、民間の人材紹介会社と
提携した大卒者向けオンライン求人情
報の提供など、2024年卒予定の大学生
の就職活動支援を大学や地方政府に指
示（教就業［2023］４号）

・ 教育部、地元の経済・社会のニーズが
高いものの、人材不足が深刻な分野で
の募集増、職業教育に対するイメージ
アップの推進を地方政府に指示（教職
成庁函［2023］11号）

・ 職業実習の受け入れ拡大を企業に要
請。実習期間中に雇用契約を結んだ場
合、企業に費用の一部を補助（国弁発
［2023］11号）

・ 利子補給や保証手続きの簡素化など、
大卒者などの起業に対する政策支援
（国弁発［2023］11号）

・ 雇用拡大の観点から、雇用吸収力の大
きい業種や中小企業向けの支援を強
化するよう金融機関に指示（国弁発
［2023］11号）

・ 大卒者向けに、若者に業種や職種を選
り好みせず、就職・起業するよう促す
キャンペーンをメディアで展開

・ 大卒者の採用増を国有企業に指示（国
弁発［2023］11号）

・ 大卒生に農村や地方都市での起業や就
職を勧め、応じれば金銭的インセン
ティブを付与（国弁発［2023］11号）

・ 政府機関での大卒生の採用増を指示
（国弁発［2023］11号）

2022年
・ 2022年卒の大学生を雇用し、失業保険
料を１カ月以上納付した企業に補助金
（一人当たり最高1,500元）を支給（人
社庁発［2022］41号）

・ 大学トップの企業訪問による就職口の
確保、民間の人材紹介会社と提携した
大卒者向けオンライン求人情報の提供
など、学生の就職活動を支援

・ 「職業教育は普通教育と同等に重要」
と明記し、職業教育機関への進学を働
きかけた改正職業教育法を施行

2021年
・ 職業実習期間中に雇用契約を結んだ場
合、企業に費用の一部を補助する措置
の継続を決定（人社会部発［2021］29号）

・ 教育部、中等教育職業機関と高校の定
数を原則半々にするよう地方政府に通
達（教職成庁函［2021］３号）

2020年
・ 大卒者の採用増を国有企業に指示
・ 公共機関での大卒生の採用増を指示

2006年 ・ 大卒者に、農村で教育や医療などの分
野で働くことを奨励
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業教育法を施行（2022年）した（注39）。同
法には「職業教育は普通教育と同様に重要」
（第３条）と明記し、職業教育機関への進学
を働きかけた。
また、地方政府に対しては、高度な技能を

有する労働者を早急かつ大量に育成するた
め、普通高校への進学割合が高い都市などを
中心に、中等職業教育機関の定数を増やし、
普通高校と中等職業教育機関の定数を原則
半々にするよう指示した（注40）。地元の経済・
社会のニーズが高いものの、人材不足が深刻
な分野での募集を増やすだけでなく、職業教
育に対するイメージアップに取り組むよう指
示（注41）したことも、職業教育機関への進
学を高めるための取り組みといえる。

（2）これまでの対策の評価

政府は様々な若年失業者対策を講じてきた
ものの、これまでの対策を評価すると、当事
者である若者や企業、大学、そして所管の地
方政府への「指導」やプロパガンダが中心で
あり、労働市場における需給ギャップを根本
的に解消する政策とはいえない。政府は毎年
何らかの措置を講じてきたものの、多くがそ
の場しのぎの対策であり、若年失業率の上昇
に歯止めをかけるには至らなかったというの
が実態である。
例えば、大卒者の急増をコントロールする

ために、普通高校と中等職業教育機関の定数
を原則半々にする方針は打ち出されたもの

の、2023年の普通高校入学者が前年比20万人
増の968万人であったのに対し、中等職業教
育機関は同35万人減の616万人になるなど、
むしろ普通高校への入学比率が高まってい
る。前述の通り、中国の給与体系は、高学歴
ほど初任給が高く、勤続期間が長くなるにつ
れ上昇幅も大きくなる。こうした環境下では、
大学進学率は上昇の一途をたどり、卒業者数
が増加するのは当然のことといえる。
企業に対する支援も小さく、若年失業対策
に力を入れているとは言い難い。企業向けの
補助金給付は総じて１回限りである。そのう
え、数万元とされる年間給与と比べれば、大
卒生の雇用した際に交付される補助額は最大
1,500元とあまりにも少なく、企業は採用を
躊躇してしまう。また、財政難を背景に、多
くの地方政府が若年失業対策の拡充もままな
らない状況にある。強いホワイトカラー志向
が短期的で是正される可能性はなく、ミス
マッチの解消も困難であることから、若年失
業問題は長期化する可能性が高い。

（3）中国経済にもたらす影響

若年失業問題の深刻化・長期化が中国経済
にもたらす影響は、短期的なものと長期的な
もの、の二つに分けて検討する必要がある。
短期的な影響は、①生産現場での人材不足
の深刻化、②若年層の消費低迷、二つのルー
トを通じて景気に下押し圧力がかかることで
ある。
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競争力強化の観点から、企業は「専門知識
やスキルを身につけた」（注42）優秀な人材
を生産現場に投入したいが、大学が供給する
人材は、企業の求めている専門知識やスキル
を備えた人材と大きなギャップがある。例え
ば、企業はEVなど新エネルギー自動車のメ
ンテナンス技術を持つ人材が欲しいにもかか
わらず、学生が学校で学んでいるのはガソリ
ン車のメンテナンス技術であったという事例
が紹介されている（注43）。大学生の根強い
ホワイトカラー志向も勘案すると、生産現場
の「招工難」（人手不足）は続き、工業生産
の足かせ要因となる。
また、大卒者を中心とする若年失業者は安

定的な収入がないため、その増加は個人消費
を下押しすることになる。目下、中国の個人
消費はゼロコロナ政策転換後のリバウンド効
果が期待されたほどには盛り上がらず、低調
に推移している。このような状況の下、失業
を背景に若年層の消費低迷が続くことは、消
費全体の回復の遅れにつながるであろう。
長期的な影響は、以下の三つのルートを通

じて、潜在成長率を下押しすることである。
第１に、人的資本形成が期待通りに進まな

いことによる生産性の低下である。経済成長
は、労働力、資本ストック、技術進歩（全要
素生産性、以下TFP）、の三つの要素に分解
出来る。若年失業問題との関連でまず注目す
べきは労働力である。労働力は、「労働投入量」
と「労働の質」、の二つに分けることが出来る。

労働の質は、「学歴や勤続等による質の向上」
（注44）を表している。中国の場合は2013～

20年に0.5％ポイントのプラスとなるなど、
労働の質はすべての期間において成長押し上
げ要因となった（図表14）。しかし、大卒者
が就職出来ず、キャリア形成に失敗すること
になれば、労働の質の向上による成長押し上
げ効果は徐々に低下し、成長の足かせになる
恐れがある。また、労働の質の低下は、TFP

にもマイナスの影響を与えると考えられる。
第２に、少子化の加速による労働供給力の
低下である。日本の場合、少子化の一因とし
て、経済的な理由が挙げられ、所得の低さは
結婚や出産・子育て、教育の大きなハードル
として指摘されている（注45）。これは中国

（資料） 人民銀行調査統計司課題組［2021］を基に日本総合
研究所作成

図表14　中国の成長会計分析
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にも当てはまる。若年層の多くが就職出来な
い状況に陥れば、結婚や出産を望まなくなる。
その結果、出生率の低下に拍車がかかり、将
来の労働力人口、とりわけ若年労働力人口が
政府の予想以上に減少することとなる
（図表15）。
第３に、起業や新興企業を生み出すダイナ

ミズムの喪失である。中国の経済発展は、
1978年の改革・開放路線の導入後、民営企業
が次々に生まれることでけん引されてきた。
しかし、経済成長が鈍化するなかで、大学生
は民営企業への就職に不安を感じ、国有企業・
政府機関への就職を希望するようになってい
る。実際、国有企業・政府機関が大卒者の就
職希望先に占める割合は、2019年の40％から

2023年には60％近くまで20ポイントも上昇し
ている（図表16）。民営企業の人材が質量と
もに低下すれば、その活力も徐々に低下し、
中国経済全体のダイナミズムが失われること
となろう。
（注29） 「採取更多市場化弁方拓寛畢業生就業渠道 

千万百計保持高校畢業生就業局勢総体平穏」2020
年６月３日　教育部ウェブサイト．（http://www.moe.gov.
c n / j y b _ x w f b / s 6 0 5 2 / m o e _ 8 3 8 / 2 0 2 0 0 6 /
t20200603_462508.html）。

（注30） ここでいう「公共機関」とは事業単位と呼ばれ、教育、
科学技術、文化、衛生などの非営利活動を行う社会
サービス組織を指す。

（注31） 「人力資源社会保障部 国家発展改革委 教育部 財
政部 中央軍委国防動員部関於延続実施部分減負穏
崗拡就業政策措施的通知」人的資源・社会保障部
ウェブサイト．（人社部発［2021］29号、https://www.
gov.cn/zhengce/zhengceku/2021-05/25/content_ 
5611699.htm）。人社部発［2021］29号は、2020年の
新型コロナ感染拡大時に打ち出した臨時対策の一部
継続を表明したもの。

（資料）世界銀行を基に日本総合研究所作成
（資料） 智聯招聘「大学生就業力調研報告」、地場報道を基

に日本総合研究所作成

図表15　中国の合計特殊出生率

図表16　 国有企業・政府機関が大卒者の就職希
望先に占める割合
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（注32） 「人力資源社会保障部弁公庁 教育部弁公庁 財政
部弁公庁関於加快落実一次性拡崗補助政策有関工
作的通知」人的資源・社会保障部ウェブサイト．（人
社庁発［2022］41号、http://www.mohrss.gov.cn/
SYrlzyhshbzb/shehuibaozhang/zcwj/shiye/202207/
t20220728_479507.html）。

（注33） 「人力資源社会保障部 教育部 財政部関於延続実
施一次性拡崗補助政策有関工作的通知」人的資源・
社会保障部ウェブサイト．（人社部発［2023］37号、
http://www.mohrss.gov.cn/SYrlzyhshbzb/shehuibaozhang/ 
zcwj/shiye/202307/t20230703_502301.html）。

（注34） 三支一扶は本来、農村部の教育・医療・農業支援と
貧困扶助、すなわち農村振興の目的で大卒者にボラン
ティアで働いてもらうための措置であったが、近年は若
年失業の緩和策としての役割を強めている。

（注35） 「国務院弁公庁関於優化調整穏就業政策措施全力
促発展恵民生的通知」中国政府網.（ 国弁発［2023］
11号、https://www.gov.cn/zhengce/content/2023-04/ 
26/content_5753299.htm）。

（注36） 「擺脱 “長袪” 焦慮不只是大学生的事」2023年３月
17日　 人 民 網 .（http://edu.people.com.cn/n1/2023/ 
0317/c1006-32646230.html）。

（注37） 「教育部関於做好2024届全国普通高校畢業生就業
創業工作的通知」教育部ウェブサイト．（教就業［2023］
４号、http://www.moe.gov.cn/srcsite/A15/s3265/202312/ 
t20231205_1093196.html）。

（注38） 2010年代半ば以降、政府は専科（短大）レベルであっ
た職業技術学院を本科（四年制大学）レベルに引き上
げる取り組みを進めている（南部［2021］）。これも、広
義では職業教育機関への就学誘導といえる。

（注39） 「職業教育法」教育部ウェブサイト．（http://www.moe.
gov .cn / jyb_s jz l / s jz l_zcfg /zcfg_jyf l /202204/
t20220421_620064.html）。

（注40） 「教育部弁公庁関於做好2021年中等職業学校招生
工作的通知」教育部ウェブサイト．（教職成庁函［2021］
３号、http://www.moe.gov.cn/srcsite/A07/moe_950/ 
202104/t20210406_524618.html）。

（注41） 「教育部弁公庁関於做好2023年中等職業学校招生
工作的通知」上海市政府ウェブサイト．（教職成庁函
［2023］11号、https://www.shanghai.gov.cn/gjjgzzs/ 
20230420/c20900b5256b401dba21122a4c4dfe4f.
html）。

（注42） 「中国｢若者の失業率｣が過去最悪を記録した背景　
求人側と求職側のニーズに構造的ミスマッチ」2022年
７月１日　東洋経済オンラインウェブサイト．（https://
toyokeizai.net/articles/-/599238?display=b）。

（注43） 「新興産業催生新技能人材需求 農民工等待就業
市場回暖」2024年１月20日　21世紀経済報道.
（https://m.21jingji.com/article/20240120/8d56482c79e
251b1f24e22c2d9dc3a84.html）。

（注44） 『平成30年版情報通信白書　成長会計分析』総務省
ウェブサイト．（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/ 
whitepaper/ja/h30/html/nd113210.html）。

（注45） 坂田［2023］。

おわりに

政府は、若年失業問題の解決に向け、各種
取り組みを行っているが、職業教育の質的向
上など、その多くは成果が表れるまでにかな
りの時間を要すると考えられる。そうした取
り組みが効果を発揮出来るようにするために
は、企業の雇用制度や給与体系の見直しが不
可欠であることを指摘しておきたい。政府が
企業に呼びかけ、看過出来ない学歴間給与格
差の是正に本腰で取り組めば、高学歴志向の
是正やミスマッチの解消にかなりの効果を期
待出来よう。
逆に、習近平政権が雇用制度や給与体系の
見直しに手をつけず、これまで通りの指導や
プロパガンダに終始するようであれば、職に
就けず「横たわり族」となる若者はさらに増
加することとなろう。これは、中国経済を停
滞させる一因となるだけでなく、政権に対す
る信認低下も誘発する。
中国経済の持続性、ひいては、社会の安定
性が高まるのか。若年失業対策の成否は、そ
の行方を見定める重要な材料の一つといえよ
う。
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補足資料：�中国の失業の定義と失業率
の算出

中国では、ILOの基準に準拠した労働力調

査を実施し、この結果に基づく都市部の失業
率を毎月発表している。2018年１月～ 2023

年６月の旧基準に基づく、失業の定義と失業
率の算出は下記の通り。

【都市部の調査失業率の算出方法と失業者、就業人口の定義】
〇 中国の都市部調査失業率＝失業者／（都市部就業人口＋失業者）
・ 都市部労働力人口＝都市部就業人口＋失業者
・ 都市部就業人口＝従業者＋休業者
〇国家統計局の失業者の定義
　［失業者の３条件］
・ 調査期間中に働いていないこと
・ 過去３カ月以内に積極的に求職活動をしたこと
・ 職が見つかれば２週間以内に就職可能であること
　※ 2024年発表の新基準は、在学生を失業者から除外
〇国家統計局の就業人口の定義
　以下の（1）および、（2）、（3）、（4）のいずれかを満たす者を指す
　（1）16歳以上
　（2） 報酬や経営利潤を得るために調査週間に１時間以上仕事をした
　（3） 調査週間に何らかの理由（在職での学習、休暇など）で一時的に仕事をしていない
　（4） 操業停止、勤務先の経営不振などにより一時的に仕事をしていない
　※ 16歳以上の（2）が就業者、（3）、（4）が休業者

【ILOと国家統計局との違い（統計）】
　・ILOによる労働力人口は15歳以上
　・ 在学生を含む（ただし、内定者については集計対象外とすることも可）
　・ 職探し、募集に応じて就職するまでの具体的な期間をILOは示さず
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